
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
⑥中小企業・小規模
事業者の賃上げ環
境整備

地方公共団体発注の公共調達にお
ける価格転嫁の促進（公共調達）

①物価高騰において賃上げ環境を整備するため、当自治
体の公共調達において労務費を含めた価格転嫁を促進す
る。
②実質的な賃上げにつながる価格転嫁分（当該価格転嫁
分が実質的な賃上げにつながるものとして確認できるよう
な書類の提出を求める）
③価格転嫁分に相当する金額127,283千円
役務（変更契約、その他） ５件
④物価高騰の影響を受ける中小企業

R8.4 R9.3

1
⑩地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

万葉線安全運行対策支援事業

①物価高騰の影響を受ける交通事業者に対し、維持管理
経費の増加分に係る補助金を交付し支援するもの。
②③維持管理費のうち物価高騰影響分　30,000千円（高岡
市と折半）
④万葉線株式会社

R8.4 R9.3

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

給食食材料費高騰対策支援事業（公
立保育園等）

①給食食材料費の高騰分に係る経費を市が負担すること
により、利用保護者への負担転嫁を回避し、子育て世帯へ
の経済的負担の軽減を図るもの。
②③給食食材費高騰相当分経費（賄材料費）※教職員分
は除く
　　園児1,044名×490円/人×12か月≒6,139千円
④保護者

R8.4 R9.3

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

給食食材料費高騰対策支援事業（民
間保育園等）

①給食食材料費の高騰分に係る経費を市が負担すること
により、利用保護者への負担転嫁を回避し、子育て世帯へ
の経済的負担の軽減を図るもの。
②③給食食材費高騰相当分経費（賄材料費）※教職員分
は除く
　　園児1,958名×490円/人×12か月≒11,514千円
④民間保育事業者

R8.4 R9.3

1

⑪推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

市民病院原油価格高騰・物価高騰対
策事業【病院事業会計繰出金】

①電力料や燃料費の高騰による単価増の経費について、
病院会計の負担軽減を図るため、一般会計から繰出すこ
とにより、地域医療を支えるもの。
②光熱水費、燃料費
③平均単価高騰分×年間利用量≒30,000千円
④射水市民病院

R8.4 R9.3

1
⑥中小企業・小規模
事業者の賃上げ環
境整備

中小企業GX推進事業

①物価高騰の影響を受ける市内企業等に対し省エネ機器
導入への支援を行うことにより、企業の賃上げ環境の整備
を行うもの。
②省エネ機器への更新および設備改良に係る事業費の補
助
補助率1/2
③委託料：1,600千円
　補助金2,000千円×補助率1/2×20件≒20,000千円
　計約20,000千円
④市内に本社若しくは事業所を有する小規模事業者・中
小企業者等

R8.4 R9.3

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

給食食材料費高騰対策支援事業（小
学校）

①物価高騰に直面する子育て世帯の負担軽減を図るた
め、公立小学校における給食費（教職員等を除く）の給食
食材費（国県からの支援額を超える部分）の保護者負担分
を支援するもの。
②③給食食材費経費（非喫食者への補助金含む。）
　　　　児童4,305名×197回×350円≒296,829千円・・・A
　　　　児童4,305名×5,200円×11月=246,246千円・・・B
　　　　A-B≒50,583千円
④児童保護者

R8.4 R9.3
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1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

給食食材料費高騰対策支援事業（中
学校）

①物価高騰に直面する子育て世帯の負担軽減を図るた
め、公立中学校における給食費（教職員等を除く）の給食
食材費の保護者負担分を支援するもの。
②③給食食材費経費
　　生徒2,310名×202回×400円≒186,648千円
④生徒保護者

R8.4 R9.3

2

⑪推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

射水市指定管理者支援金

①光熱費の高騰の影響を受ける指定管理施設について、
住民に負担を求めることなく円滑な施設運営を維持するた
め、指定管理者の人件費及び光熱費高騰分を支援するも
の。
②③指定管理施設　２施設（見込み）
人件費及び光熱費高騰相当分(予算額－決算見込額)に
係る補助額
文化施設（３施設）9,044千円
④指定管理施設
文化施設（小杉展示館、竹内源造記念館、大門総合会館）

R8.4 R9.3


